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２ 競争参加資格
下記＜１＞に掲げる競争参加資格のすべての
事項に該当する者を指名する。指名した者に対
し、下記＜２＞に掲げるヒアリングを行う。
＜１＞ 一次審査
申請書及び資料を提出した者で、下記\か
らD̂までの要件を満たす者のうち、加算点の
上位５者程度に含まれる者であること（５者
を上限とし、選定枠内の加算点の最下位得点
者が複数の場合は、そのすべての者を含む。）。
加算点の算出方法は、入札説明書による。
なお、下記\からD̂までの要件をすべて満
たす者の数が５者に満たない場合は、要件を
満たす者すべてについて、一次審査における
競争参加資格があると認める。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。

] 近畿地方整備局における平成23・24年度
一般競争（指名競争）参加資格「一般土木
工事」に係る認定を受けていること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、近畿
地方整備局長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。

５ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 42

] Subject matter of the contract : Prelimi-

nary Design Work of Central Clinic Build-

ing, National University Corporation

Toyama University Hospital

^ Time-limit to express interests : 5 : 00

P.M, 3 September 2012

_ Time-limit for the submission of propos-

als : 5 : 00 P.M, 23 October 2012

` Contact point for documentation relating

to the proposal : Facilities Planning Divi-

sion, Facilities Department, University of

Toyama, 3190 Gofuku Toyama-shi Japan,

〒930`8555 TEL 076`445`6062

b 技術提案書のヒアリングを実施する。
c 関連情報を入手するための照会窓口 記３
\に同じ。

d 記２\|に掲げる資格を満たしていない者
も記３^により参加表明書を提出することが
できるが、記３_の提出期限の日において、
当該資格を満たしていなければならない。

e 詳細は説明書による。

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を含む））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続き
を開始します。
平成 24年８月 24日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 谷本 光司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 近畿自動車道紀勢線西津浦トンネ
ル工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 和歌山県西牟婁郡すさみ町江住
地先

_ 工事内容 工事延長 Ｌ＝695N 道路ト
ンネル（ＮＡＴＭ）（２車線）（代表内空断面積

66•5fl）Ｌ＝576N、坑門工２基、土工（切

土）47¶740‚、橋梁下部工３基（鉄筋コンク
リート橋台（Ｈ＝6•5NからＨ＝10•0N）３基）、
深礎杭工（φ2¶500 Ｌ＝3•5NからＬ＝5•5N

４本、φ3¶000 Ｌ＝6•5N、Ｌ＝7•7N ２
本）、仮設桟橋１式

` 工期 契約締結日の翌日から平成27年６月
30日まで。

a 使用する主要な資機材
コンクリート 8¶600‚、鋼材 6¶960ｔ

b 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、競争参加資格確認申請書（以下「申
請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以
下「資料」という。）を提出した者のうち、一
次審査の加算点が上位の者に限り二次審査と
して技術提案書に対するヒアリングを行う、
段階選抜方式の試行工事である。

c 本工事は、品質確保のための体制その他の
施工体制の確保状況を確認し、施工内容を確
実に実現できるかどうかについて審査し、評
価を行う施工体制確認型総合評価落札方式及
び契約締結後に施工方法等の提案（総合評価
に係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ
方式の試行工事である。

d 本工事においては、中間前金払に代わり、
既済部分払を選択した場合には、短い間隔で
出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施
する「出来高部分払方式」を採用する。

e 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

Ĉ 本工事は、申請書及び資料の提出並びに入
札を電子入札システムで行う対象工事であ
る。
なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。

D̂ 本工事は、受発注者間の双務性の向上とと
もに、契約変更等における協議の円滑化を図
るため、契約締結後、受発注者間の協議によ
り総価契約の内訳として単価等を合意する
「総価契約単価合意方式」の対象工事である。

単価等の合意にあたっては、単価等を個別
に合意する方式（以下「単価個別合意方式」
という。）によるものとするが、協議開始の日
から14日以内に単価個別合意方式による協議
が整わない場合は、単価を包括的に合意する
方式である「単価包括合意方式」によるもの
とする。
なお、総価契約単価合意方式の実施の詳細
については、「総価契約単価合意方式実施要
領」及び「総価契約単価合意方式実施要領の
解説」によるものとする。

^ 近畿地方整備局における一般土木工事に
係る一般競争参加資格の認定の際に客観的
事項（共通事項）について算定した点数（経

営事項評価点数）が1¶200点以上であるこ

と（上記]の再認定を受けた者にあっては、

当該再認定の際に、経営事項評価点数が

1¶200点以上であること。）。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法に基づ

き再生手続開始の申立てがなされている者

（上記]の再認定を受けた者を除く。）でな

いこと。

` 平成９年度以降に元請として完成し、引

渡しが完了した下記Êの要件を満たす工事

（発注機関は問わない。以下「同種工事」

という。）の施工実績（以下「同種工事の実

績」という。）を有すること（共同企業体構

成員としての実績は、出資比率が20％以上

の場合のものに限る。）。

Ê 道路トンネル（ＮＡＴＭ工法による。）

で、トンネル代表内空断面積（覆工後の

内空断面積）が60fl以上、かつ、同一ト

ンネルにおいて施工延長が400N以上（覆

工まで完了）の工事。なお、同一トンネ

ルであれば、２契約以上の工事でも可。

なお、経常建設共同企業体（以下「経常

ＪＶ」という。）にあっては、構成員のうち

の１社が平成９年度以降に元請として完成

し、引渡しが完了した同種工事の実績を有

するとともに、その他の構成員はそれぞれ

平成９年度以降に元請として完成し、引渡

しが完了した下記Ëの要件を満たす工事

（発注機関は問わない。）の施工実績（以下

「その他構成員の実績」という。）を有する

こと（共同企業体構成員としての実績は、

出資比率が20％以上の場合のものに限

る。）。

Ë 道路トンネル（ＮＡＴＭ工法による。）

の工事。

同種工事の実績及びその他構成員の実績

が国土交通省が発注した工事のうち入札説

明書に示すものに係る実績である場合に

あっては、工事成績評定点合計が入札説明

書に示す点数未満であるものを除く。
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